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大学の歴史と慣行とにより異なる点があるの
で，京都大学における現状を検討した。これに
関連して，学部自治および教授会向治の問題が
残っている。
教官，職員，学生の地位については，一般論
のほかに，具体的な問題を例として検討した。
従来，教官と学生との関係についてはすでに各
方面で多くの議論がなされているが，職員につ
いてはあまりなされていない。教官と職員と
は，国家公務員法による地位については共通の
ものがある。この点からの検討が今始められて
L、る。
学生については，告示第9号およびそれに基
づく学生処分を通じて，いままで京都大学で学
生の地位がどのように取り扱われたかを検討し
た。また教官の不利益処分は，一方では大学の
対外的地位に関連し，他方では大学の内部での
学問の自由とも関連しているので，京都大学の
事例に限定せず，最近の実情を調査した。
このような総長の地位と大学の管理機構，教
官 ・職員・学生の地位の検討を一応経たのち，
部会としては，総長選挙についての基本的な考
え方の討議に進む予定である。
（大検委委員長竹崎嘉其〉
月曜会メモ
第79恒I(12. 7) 司会角屋睦会員
部局報告として，教養部の会員から教養課程履
修経験を持つ本学教官を主対象とした教養課程問
題アンケート調査について，工学部の会員から12
月18日の受講権放棄ストライキについて説明があ
っTこ。
ついで今回は，教養課程改善案調整委員会の鯵
坂委員長，中野，東両委員の出席を得て，改善案
にかかる諸問題，とくに理学部新制度を含めて系
別化制度の是非について討論が行なわれた。主な
論点は次のとおり（順不同〉である。
1. 一般教育とは何か，ある専門からみれば一般
教養的であっても，他の専門よりみれば明らかに
専門科目となるのもある。区別自体が問題であ
る。
2. 展望科目（各系列の指定科目中に，それぞれ
専攻分野および関連分野についての展望を与える
もの，京都広報No.24 4頁13行参照〉とは何か，
ある意味では教養でやろうとして実現できなかっ
た問題て・あり， また総合基礎科目も不可解であ
る。金看板を掲げても容易に実現できないのが現
実ではないだろうか。
3. 理学部の教養課程学生で－専門課程聴講者が増
え，他の学生を浮足立たせている。実施可能なと
ころから改革案実施という考えに問題がある。
4. 4年一貫教育は理想としても，基礎不十分
では専門教育の履修に差し支えるコースもあり得
る。従来制度の欠陥は向か。
5. 系別制度実施の場合，安易な科目選択が増え，
社会の要求を充足できないことがありうる。これ
に対する責任の所在はどこか。評価に対するきび
しさが必要ではないか。
以上に対する応答的ないし一般的討議は次のと
おりであった。
1. 一般教育は現行法制上の問題もあって急激な
変革は困難である。一般科目＝専門科目の見方も
あるが，一般教養として専門外科目をいくつか選
択することは必要である。ただこれをあらかじめ
決めておくことは問題であり，指導と自主選択が
肝要である。
2. 理学部新制度は，教養部と学部との聞の区別
はなく，一貝司教育を目指すところに意義がある。
各学部の特殊事情もあって，他学部でも適切かど
うかは疑問であり，この方式を結実させるには学
部聞の協力が必要である。
3. 実施可能な問題，学部より改革実施という考
えは確かに問題であり，調整委員会での検討が望
まれる。調整委員会は改善案実施委員会とみた
い。現実に他大学では京大，東大などの進み方を
注目している。
4. コースによっては専門に進むための予備条件
をきびしくしてもよい。こうした特殊条件は適切
な指導により充足できる。ただこれを必修科目の
形で枠にはめる方式は検討を要する。
5. 社会要請に対する充足度を学部で責任をとる
のはよいとしても，教養課程を現状のままでよい
とする理由はない。また，責任を学生側に持たせ
てもよいのではないか。
このほかにもいくつかの間題提起があったが，
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概して議論は系別制度に集中した。次回は，カリ
キュラムと教官，研究組織について討議を進める
予定である。 （角屋睦会員〉
教育学部長選考規程について
教育学部においては，新しく下記の「京都大学
教育学部長選考規程」を制定し， 12月24日をもっ
て施行した。
立都大学教育学部長選考規程
（この規程の趣旨〉
第1条京都大学教育学部長（以下「学部長」と
いう〉の選考については，学校教育法，教育公
務員特例法および国立学校設置法施行規則に規
定するもののほか，この規程による。
（教授会の構成〉
第2条学部長の選考を行なう教授会には，助教
授および専任講師を加える。
（教授会の定足数〉
第3条前条の教授会は4分の3以上の出席を必
要とする。
（選考の方法〉
第4条選考はすべて無記名投票による。
2 3名連記投票により上位の得票者3名を学
部長第1次候補者とする。
3 第1次候補者について，教授会構成員を除
く学部構成員の意向を徴する。教授会構成員
を除く学部構成員とは，教授会構成員を除く
常勤の職員，大学院および専門課程の在籍学
生をいう。
4 前項の意向を徴したうえ，教授会において
3名の第1次候補者について単記による投票
を行ない，出席者の過半数の投票を得た者を
当選者とする。
5 前項の該当者がない場合は上位の得票者2
名を候補者とし，これについてさらに投票を
行ない，得票数の多い者をもって当選者とす
る。ただし，同点のため右の候補者が2名を
超える場合は，教授就任の早い者をもって同
点者中の上位とみなす。就任が同年月日であ
るときは年令順による。
6 前順の結果得票数が同点である場合は、教
授就任の早い者をもって当選者とする。就任
が同年月日であるときは年令順による。
7 学部長が欠けた場合の補欠の学部長の選考
については，第2項から前項までの規定にか
かわらず、前回の選考における学部長第1次
候補者のうち，当選者とならなかった者2名
について，教授会において単記による投票を
行ない，出席者の過半数を得た者を当選者と
する。この場合において，得票数が同点であ
るときは，前項の規定を準用する。
補欠の学部長の選考の際，前回の選考にお
ける学部長第1次候補者のうち当選者となら
なかった者の1名が欠けている場合には，残
りの1名の者をもって当選者とする。
8 いずれの場合においても，選ばれた者は，
やむを得ない理由に基づくほか辞退すること
ができない。
〈任期〉
第5条学部長の任期は1年とする。ただし，再
任されることができる。
2 学部長の任期は4月1日に始まり，翌年3
月31日に終了する。
3 学部長が欠けた場合，補欠の学部長の任期
は前任者の残任期間とする。
〈選考の期日〉
第6条任期終了の場合の学部長選考は，任期終
了前20日以上40日以内に終了する。
2 前項の場合以外においては，教授会におい
て選考の期日を定める。
附則
1 この規定は昭和45年12月24日から施行す
る。
2 この規程施行日以後，最初に選出された学
部長の任期は第5条第l項本文および同条第
2項の定めにかかわらず，昭和46年2月1日
から昭和47年3月31日までとする。
3 昭和31年12月5日施行の教育学部長選考規
程は廃止する。
4 第4条第3項の意向を徴する方法は別に定
める。
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